2012人事院勧告に関わる自治労声明
１．人事院は8月8日、月例給、一時金の改定を見送る一方で、政府と国会に対して50歳台後半層職員の昇給抑制、昇格制度の見直し、等を勧告・報告した。これらを2013年１月から実施するとしている。
２．公務員連絡会は、国家公務員給与については2011年５月の労使交渉・合意に基づく臨時特例減額が実施されていることから、人事院に対して給与に関わる勧告を行わないよう求めてきた。結果として月例給、一時金は本年の較差が小さいことから見送りとなったものの、50歳台後半層の職員の昇給抑制として標準の勤務成績では昇給の停止を勧告し、昇格制度の見直しとして高位の号俸からの昇格時の俸給の増加額の縮減を報告したことは遺憾である。
３．50歳台後半層職員の昇給抑制と昇格制度の見直しについて、自治労・公務員連絡会は、この間の交渉において、①国家公務員給与の特例減額が実施されている期間中である2013年１月から実施することは拙速である、②50歳台後半層職員の昇給抑制については、2005年の人事評価制度の導入にあたり55歳昇給停止を廃止した際の取扱いと矛盾している、③別途進められている退職手当制度の見直しと同時期に実施することは、高齢層職員の生活に重大な影響をもたらすものであること等を指摘し、見直しに反対するとともに十分な協議と合意を求めてきた。それにもかかわらず人事院が勧告・報告を強行したことについて、強く抗議する。
４．今後は、勧告・報告内容の取扱いが焦点となる。50歳台後半層職員の昇給抑制は給与法改正が必要であり、昇格制度の見直しは人事院規則の改正が必要であることから、政府、人事院に対して臨時特例法に基づく措置が実施されていることを踏まえて対応するよう求めていく。

　また、今後地方自治体においては人事委員会勧告が行われていくことになるが、50歳台後半層職員の昇給抑制、昇格制度の見直しについて、国と地方では、職員の年齢構成などが異なっていることなどを十分に踏まえ、同様の勧告・報告を行わないよう求めていく。

５．さらに、引き続き国家公務員の給与特例減額の地方公務員への影響を確実に遮断する必要がある。質の高い公共サービスを提供するための地方財政の確保にむけて地方交付税、義務教育費国庫負担金を減額しないという交渉合意と閣議決定の確実な履行を求めて取り組みを強化する。

６．また、この間指摘している通り、国・地方において、労働基本権制約の代償措置たる人事院勧告と異なる独自賃金カットなどが続いている状況は、公務員の労使関係と勧告制度の抜本的見直しが必要不可欠であることを示している。そのため、国会に提出されている国家公務員制度改革関連四法案の早期成立とともに、地方公務員の自律的労使関係の実現にむけ地公法改正案等の早期国会提出と成立を求めていく。
７．2012自治体確定闘争においては、月例給与の水準維持と一時金支給月数の確保を基本に、国家公務員の給与減額の波及阻止、2006給与構造改革における現給保障の継続、退職手当制度の見直しにおける十分な経過措置の確保、共済年金職域部分廃止後の新たな制度の実現、段階的定年延長を基本に雇用と年金の確実な接続の実現にむけて、総務省、人事委員会、自治体交渉を強化する。
さらに、新しい労使関係制度の確立と組織強化のために、要求－交渉－妥結－協定・協約化の交渉プロセス、年間賃金闘争サイクルの確立に向け、自治労は全力をあげる。
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